
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
未
来

東日本大
だい

震
しん

災
さい

は、私たち一人ひとりの

エネルギーの選
せん

択
たく

が、社会の在
あ

り方を

決めることを改めて教えてくれました。

エネルギー問題を考えるとき、原発の

安
あん

全
ぜん

性
せい

だけでなく、化石燃
ねん

料
りょう

の枯
こ

渇
かつ

や

地球温
おん

暖
だん

化
か

への影
えい

響
きょう

なども考
こう

慮
りょ

しなけ

ればなりません。これからのエネルギー

の姿
すがた

を考えていきます。



再生可能エネルギー
 バイオマスとゴミ
 地熱
 小水力
 太陽光
 風力

石炭火力
大規模水力
天然ガス
原子力
その他
電源不明
合計

  22%
  4%
  3%
  5%
  6%
  4%

  12%
  15%
  35%
  10%
  0%
  6%
  100%

  20%
  3%
  4%
  1%
  4%
  8%

  6%
  6%
  45%
  9%
  0%
  14%
  100%

発電方法
2014年

電力会社Aの
電源構成

2014年
州全体での
電源構成

東北電力

北海道電力

東京電力

中部電力

四国電力

沖縄電力

九州電力

中国電力

関西電力

北陸電力

電力広域的
運営推進機関
［監視・指示］

送電事業者の統合／再編

発電

送配電（電力網を使って電気を
送り分配すること）

売電（電気を販売すること）

現在の電力会社の送電部門が
独立した送電事業者として
スタートした後、統合・再編さ
れていくことが予想される。

現在の電力システムと
将
しょう

来
らい

像
ぞう

2015年4月：   
電力広

こう

域
いき

的
てき

運
うん

営
えい

推
すい

進
しん

機関
の設

せつ

立
りつ

2016年4月：   
電力全面自由化

2020年まで：   
発送電分離

（高圧送電網は電気事業連合会「電気
事業の現状」を参照）

①

②

③

3-1

地
じ

震
しん

による停電やその後の計画停電、電力不足。震
しん

災
さい

によってこれまでの電力
システムの脆

ぜい

弱
じゃく

性
せい

があらわになりました。国はこれをどう変えようとしているのでしょう｡

変わる電力システム

国
こく

策
さく

としての電力システム改
かい

革
かく

2013年4月の閣
かく

議
ぎ

決
けっ

定
てい

により、電力システム改革が進めら
れることになりました。達成したいねらいとして、次の3点が
掲
かか

げられています。
安定供

きょう

給
きゅう

の確
かく

保
ほ

       
多様な電

でん

源
げん

を活用して安定的に電力供給できるしくみを実現する。

電気料金の抑
よく

制
せい

       
市場競争によって無

む

駄
だ

な投
とう

資
し

をなくし、発電コストを抑
おさ

える。

消費者の選
せん

択
たく

肢
し

拡
かく

大
だい

、事業者の機会拡大    
電力会社、価

か

格
かく

、発電方法を消費者が選べるようにする。

電気は地
ち

域
いき

独
どく

占
せん

から自由化へ
現
げん

在
ざい

の電力会社は、発電・送配電・売電のすべてを担
にな

い、地
域内の電力需

じゅ

要
よう

をそれぞれが管
かん

轄
かつ

する発電設
せつ

備
び

でまかなう
ように調整しています。
これからは、発電・送配電・売電それぞれを別会社が担うと
ともに、送

そう

電
でん

網
もう

を強化して、全国規
き

模
ぼ

で電力のやりとりが
可
か

能
のう

となる仕組みをつくろうとしています。
これにより、戦後60年以上続いた大手電力会社による地域
独占体

たい

制
せい

が解
かい

体
たい

されることになります。

電力自由化
2016年4月から電力全面自由化が始まります。一

いっ

般
ぱん

家
か

庭
てい

で
も、これまでの地域の電力会社からだけでなく、さまざまな
会社から電力を買うことができるようになります。電力商品
を選ぶときのポイントには、料金やサービスの内

ない

容
よう

に加え､
どのような方法でつくった電気なのか、発電方法の情

じょう

報
ほう

も
含
ふく

まれます。そのため、電力事業者には「電
でん

源
げん

構
こう

成
せい

」の開
かい

示
じ

が推
すい

奨
しょう

されています。

米国カリフォルニア州の
電源構成表（サンプル）
アメリカの複

ふく

数
すう

の州やドイツでは、
電源構成や排

はい

出
しゅつ

二
に

酸
さん

化
か

炭
たん

素
そ

量、排
出放

ほう

射
しゃ

性
せい

廃
はい

棄
き

物
ぶつ

量の情報を明
めい

示
じ

することが法
ほう

律
りつ

で義
ぎ

務
む

づけられて
いる。しかも、情報開示にあたって
は、同一形式の表を使用するこに
なっている。
（California Energy Commissionウェブサ
イトを参照）

現在のシステム 改革後のイメージ図

①

②

③



水力発電（ダム・中小）
太陽光（発電・熱）
地熱（発電・熱）

風力発電（陸上・洋上）

エ
ネ
ル
ギ
ー
量［
ｋW
ｈ
］

総エネルギー消費量 再生可能エネルギー導入ポテンシャル

3.6兆

0

1

2

3

4

5

4.3兆

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要［
億
ｋW
ｈ
］

電
力
需
要［
億
ｋW
ｈ
］

3-2

エネルギーの9割
わり

を化
か

石
せき

燃
ねん

料
りょう

に依
い

存
ぞん

している現
げん

在
ざい

の日本の状
じょう

況
きょう

は、持
じ

続
ぞく

可
か

能
のう

では
ありません。どのようにエネルギーのかたちを変えていくべきかを考えます。

将
しょう

来
らい

の日本のエネルギーのかたち

国のエネルギー基
き

本
ほん

計
けい

画
かく

地
ち

球
きゅう

環
かん

境
きょう

に悪
あく

影
えい

響
きょう

を与
あた

えずエネルギーを安定的に供
きょう

給
きゅう

し、経
けい

済
ざい

的
てき

にも無理なくそれを実
じつ

現
げん

することが、 国のエネルギー政
せい

策
さく

の
基本方

ほう

針
しん

となっています。そのために必要なこととして、社会全体で使うエネルギーを減
へ

らす、 太陽光や風力などの再
さい

生
せい

可
か

能
のう

エネルギーを増
ふ

やす、そして原発を再
さい

稼
か

働
どう

させる、という方
ほう

向
こう

性
せい

が定められました。

日本の全エネルギー需
じゅ

要
よう

の
現
げん

状
じょう

と将来像
現在日本全体で消費しているエネ
ルギーは年間3.6兆kWhで、その
約4分の1を電気のかたちで消費
している。2030年には、2013年
に比

くら

べ全エネルギー需要を9.7%
減らすことを目標としている。
（出典：経済産業省「長期エネルギー需給見通し」
平成27年7月)

電源構
こう

成
せい

比
ひ

の現状と将来像
2013年現在、電気として消費されるエネル
ギーの88％を化石燃料でつくっている。
2030年には、再生可能エネルギーを22～
24%、原子力を20～22%まで増やすと
ともに、化石燃料を56%にまで抑

おさ

えること
を目標としている。
（出典 : 経済産業省「長期エネルギー需給見通し」平成27年
7月、電気事業連合会「原子力・エネルギー図面集2015」)

2013年 2030年目標

40,000

30,000

20,000

10,000

0

10,000

再生可能エネルギー 原子力 化石燃料

7,500

5,000

2,500

0

11%
1% 23%

21%

56%

88%

2013年 2030年（目標）

9.7%電力
25% 電力

28%

熱
ガソリン
都市ガス
等
75%

熱
ガソリン
都市ガス
等
72%

再生可能エネルギーの可
か

能
のう

性
せい

日本のエネルギー自
じ

給
きゅう

率
りつ

を高め、二
に

酸
さん

化
か

炭
たん

素
そ

の排
はい

出
しゅつ

を減らすための要
かなめ

となるのが再生可能エネルギーです。国内各地の自然条
じょう

件
けん

と
土地利用状況、技

ぎ

術
じゅつ

面
めん

等を考
こう

慮
りょ

して、導
どう

入
にゅう

可能な潜
せん

在
ざい

能
のう

力
りょく

がどの程
てい

度
ど

あるかを調べたところ、日本の総
そう

エネルギー消費量に匹
ひっ

敵
てき

する
エネルギーを、再生可能エネルギーだけでつくりだすことができることがわかりました。

再生可能エネルギーの
導入ポテンシャル
現在の技術で日本国内の再生可能エネル
ギーを最

さい

大
だい

限
げん

に利用しようとした場合、つ
くることのできるエネルギーの総量は年間
4.3兆kWhにのぼると見積もられている。
（出典：*2,*3)

（*1：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「平成25年
度 再生可能エネルギー導入拡大に向けた系統整備等調査事業
報告書」*2：環境省「再生可能エネルギー導入拡大に向けた系統整
備等調査事業委託業務 報告書」2015年 *3：環境省「平成22年度 
再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査 報告書」)

年平
へい

均
きん

日照量分
ぶん

布
ぷ

（出典：*1）
年平均風速分布
（出典：*2）

地
ち

熱
ねつ

資
し

源
げん

分布
（出典：*3）

19～
18～
17～
16～
15～
14～
13～
12～
11～
10～
９～
８～
７～
７未満
気象官署
4要素アメダス

0.1-20kW/km2

20-50kW/km2

50-100kW/km2

100-150kW/km2

150-200kW/km2

200-250kW/km2

250kW/km2以上

1.5-5.5m/s
5.5-6.0m/s
6.0-6.5m/s
6.5-7.0m/s
7.0-7.5m/s
7.5-8.0m/s
8.0-8.5m/s
8.5-9.0m/s
9.0m/s 以上

年間最適傾斜角に
おける日射量の
平年値

風速 熱水資源開発の賦存量
（53～120℃）
資源量密度区分
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ドイツの目標 ：
2040年は65%

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
量
［
億
ｋ
W
h］

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
［
％
］

ドイツの目標 ：
2035年は55～60%

ドイツの目標 ：
2025年は40～45%

日本の目標 ：
2030年は22～24%

日本の目標 ：
2020年は13.5%

日本再エネ発電量

日本再エネ比率

ドイツ再エネ発電量

ドイツ再エネ比率

世界で進む再生可能エネルギーの大
だい

規
き

模
ぼ

導
どう

入
にゅう

2014年、世界の再生可能エネルギー開発への投
とう

資
し

は約30兆円にのぼりました。過
か

去
こ

5年で、設
せつ

備
び

容
よう

量
りょう

では風力発電が毎年18%
ずつ、太陽光発電は毎年50％ずつ増

ふ

えています。ドイツでは、2000年ごろから再生可能エネルギーの導
どう

入
にゅう

を促
そく

進
しん

するさまざまな
政
せい

策
さく

を推
お

し進め、2014年には全電力に占
し

める再生可能エネルギーの割
わり

合
あい

28%を達成するとともに、2050年までにその割合を
80%へ押

お

し上げる目標を掲
かか

げています。

再生可能エネルギーは
最も安い電

でん

源
げん

再生可能エネルギーでつくられた電気
は、海外では決して高いものにはなっ
ていません。導入量が増えるにしたがっ
てコストが低下しており、太陽光発電や
風力発電のコストは、今後さらに下が
ることが予想されています。世界のい
くつかの地

ち

域
いき

では、化
か

石
せき

燃
ねん

料
りょう

での発電
より再生可能エネルギーでの発電の方
がすでに安くなっています。

近年、再生可能エネルギーの開発が急速に進んでいます。2015年には気
き

候
こう

変
へん

動
どう

枠
わく

組
ぐみ

条
じょう

約
やく

で
「パリ協定」も合意され、世界は脱炭素社会に向けて大きく動き出しています。

再
さい

生
せい

可
か

能
のう

エネルギーが主役の脱
だつ

炭
たん

素
そ

社会3-3

再生可能エネルギーの日
にち

独
どく

比
ひ

較
かく

日本とドイツにおける、再生可能エネルギーの発電量と全電力に占める割合を比
くら

べたもの。2020年以
い

降
こう

のデータは、再生可能エネルギーの比
ひ

率
りつ

の目
もく

標
ひょう

値
ち

。
(ドイツ連邦経済技術省「Zeitreihen zur Entwicklung der erneuerbaren Energien in Deutschland（2015）」、電気事業連合会「原子力・エネルギー図面集2015」、REN21「Renewables 2015 Global Status Report」をもとに作成 )

再生可能エネルギーの発電コスト
発電方法ごとの1kWhあたりの発電コストについて、現在と将来予測を示したもの。コストは世界各地で大きく
異なるため、ばらつきを反

はん

映
えい

させて、それぞれのコストを下
か

限
げん

から上
じょう

限
げん

の範
はん

囲
い

で示
しめ

している。赤の斜
しゃ

線
せん

部分は
火力発電のコスト範囲。
(出典：“Renewable Power Generation Costs in 2014” IRENA, January 2015)　
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16.7%

 静
しず

岡
おか

県浜
はま

松
まつ

市
スマートシティ構想
浜松市には、日本の国土の縮

しゅく

図
ず

のよう
に都市部、山間部、工業地帯、住

じゅう

宅
たく

地
ち

がある。全国トップクラスの日照時
間を活かして太陽光発電を大

だい

規
き

模
ぼ

に導入するとともに、各地区内の
エネルギー効

こう

率
りつ

を向上させ、地区
の間ではエネルギーを融

ゆう

通
ずう

し
合うことにより、高効率なス
マートシティの実現を目指し
ている。

山間部

工業地帯

都市部

住宅地

地熱発電所 *1 メガソーラー発電所 *2

洋上風力発電施設 *3

ペレットストーブ

売電

電気代

販売

ペレット

木くず

発電施設

製材加工工場

廃棄費用
down

down

エネルギー自
じ

給
きゅう

率
りつ

地図
市町村ごとのエネルギー自給率を示

しめ

した地図。エネルギー生産量の計算には、再生可
能エネルギーによる発電（太陽光、風力、地熱、小水力、バイオマス）と熱利用（太陽
熱、地熱、バイオマス熱）を含

ふく

めた。現
げん

在
ざい

、その地域で必要とされるエネルギー量より多
くのエネルギーを生産しているところが、全国に57市町村ある。そのうち29市町村は、
食料自給率も100%を越

こ

えており、永
えい

続
ぞく

地
ち

帯
たい

（sustainable zone)と呼
よ

ばれている。
(出典：千葉大学倉阪研究室＋永続地帯研究会「永続地帯2014年度版報告書」）

南北に長く地形の変化に富
と

んだ日本は、地域ごとに特
とく

徴
ちょう

があります。エネルギー問題を
それぞれの地域の目線でとらえた、新しいコミュニティの形が提

てい

案
あん

されています。

地
ち

域
いき

レベルで考える再
さい

生
せい

可
か

能
のう

エネルギーの可
か

能
のう

性
せい

 福島県
再生可能エネルギー100%を目指す
2040年までに県内で消費するすべての
エネルギー（電力・熱・輸

ゆ

送
そう

含む）を、再生
可能エネルギーでつくるという目標を
掲
かか

げた福島県。地熱やメガソーラーの
導
どう

入
にゅう

を推
すい

進
しん

し、2014年度末、累
るい

計
けい

ですで
に再生可能エネルギー割

わり

合
あい

22％を達成
している。浮

ふ

体
たい

式
しき

洋上風力発電にも期
待が寄

よ

せられている。
（*1 出典：JOGMEC、*2 出典：サニーソーラー福島中
央発電所（事業者：サニーヘルス㈱、写真提供：JFEエン
ジニアリング㈱ ）、*3 出典：福島洋上風力コンソーシアム）

 東京都
2030年までに省エネ30％
東京都は、2030年までに都内のエネル
ギー消費量を2000 年から30%削

さく

減
げん

す
るという目標を掲げている。2012 年ま
でで達成されている分を差し引くと、
2012年からは16.7%の削減目標とな
る。基

き

本
ほん

となる考えは、エネルギー消費
量と経済成長を切り離

はな

すデカップリン
グ。エネルギー消費量を減

へ

らしつつ、
経済成長を目指す。

 岡
おか

山
やま

県真
ま

庭
にわ

市
バイオマスタウン構

こう

想
そう

面積のおよそ8割を森林
が占める真庭市では、古く
から木材産業が盛

さか

んだっ
た。大量に出る木くずを、
これまでは費用をかけて
廃
はい

棄
き

していたが、これを燃
料としたバイオマス発電
で電気を販

はん

売
ばい

。余
あま

るもの
はペレットにしてストー
ブに使うことにより、熱と
して利用。雇

こ

用
よう

も生まれ、
地域経

けい

済
ざい

の活
かっ

性
せい

化
か

につな
がっている。
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